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市第 53号議案 横浜市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等

の基準に関する条例の制定 

市第 54 号議案 横浜市指定居宅介護支援の事業の人員、運営等の基準に関する条例の制定 

市第 55 号議案 横浜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営、指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例の制定 

市第 66 号議案 横浜市指定居宅サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例

の一部改正 

市第 67 号議案 横浜市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する

条例の一部改正 

 

 

１ 提案理由等 

  地方公共団体の自主性を強化し、自由度の拡大を図るため、「地域の自主性及び自立性

を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第３次一括法：

平成 25 年法律第 44 号）が施行され、「介護保険法（平成９年法律第 123 号）」が改正さ

れました。 

これにより、地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関する基準及び

居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者の指定等に関する基準については、国の省令

で定めていたものを条例で定めることになるため、制定及び一部改正を行うものです。 

施行期日については、改正介護保険法の経過措置が平成 27 年３月末で満了することか

ら、関係条例を平成 27 年４月１日までに定めて施行する必要があります。 

 

２ 条例案策定までの経緯 

国の省令の内容を基に、横浜市介護保険運営協議会及び横浜市地域包括支援センター

運営協議会において次のとおり諮問し、意見等を踏まえて、案を策定しています。 

 

・平成 26 年３月 19 日 横浜市介護保険運営協議会 

（居宅介護支援に関する基準条例） 
 

・平成 26 年６月 16 日  横浜市介護保険運営協議会 

（介護予防支援等に関する基準条例） 

横浜市地域包括支援センター運営協議会 

（地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に関

する基準条例） 

 

 

健康福祉・病院経営委員会
平成 26 年９月 12 日
健 康 福 祉 局
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市第 53 号議案  

横浜市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に 

関する条例の制定 

 

１ 現行省令の概要 

介護保険法に基づき、現行省令「介護保険法施行規則」（平成 11 年３月 31 日厚生省令第 36 号）

で定められている基準は、次のとおりです。 

(1) 人員の配置基準 

(2) 基本方針 

 

２ 本市において変更した点 

 項目 省令の内容（要約） 条例案の内容（要約） 理由 

① 
【新設】 

用語の定義 
（規定なし） 

（第２条） 

この条例における用語の定義

は、介護保険法の例によるも

のとする。 

規定を明確化するた

め 

② 
【新設】 

委任 
（規定なし） 

（第５条） 

この条例の施行に関し必要な

事項は、市長が定める。 

本市独自の運用の詳

細について、別途要

綱、協定書等で定め

るため 

③ 

【削除】 

小規模市町村

の人員配置基

準 

（第140条の66ロ(2)）

第一号被保険者の数が

おおむね三千人未満の

市町村、一部事務組合

または広域連合に地域

包括支援センターを設

置する場合の人員配置

基準 

（規定なし） 
本市では該当しない

ため 

     

 

３ 条例の施行予定日 

  平成 27 年４月１日  
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市第 54 号議案  

横浜市指定居宅介護支援の事業の人員、運営等の基準に関する条例の制定  

 

１ 現行省令の概要 

介護保険法に基づき、現行省令「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成

11 年３月 31 日厚生省令第 38 号）で定められている基準は、次のとおりです。 

第１章 趣旨及び基本方針 

 第２章 人員に関する基準 

 第３章 運営に関する基準 

 第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準 

 

２ 本市独自の基準及び一部変更した基準 

上記の省令を基に、新たに条例で次の基準を規定します。 

 項目 省令の内容（要約） 条例案の内容（要約） 理由 

① 

【一部追加】 

事業の運営に

あたっての連

携 

（第１条の２第４項）

指定居宅介護支援事業

者は、事業の運営に当

たっては、市町村、地

域包括支援センター、

老人介護支援センタ

ー、他の指定居宅介護

支援事業者、指定介護

予防支援事業者、介護

保険施設等との連携に

努めなければならな

い。  

（第３条第４項） 

連携先に 

指定居宅サービス等事業者 

住民による自発的な活動によ

るサービスを含めた地域にお

ける様々な取組を行う者等を

加える。 

地域包括ケアの観点

から、インフォーマ

ルサービスを含めた

多様な事業者等との

連携が必要となるた

め 

② 

【新設】 

介護保険法第

79 条第２項第

１号で規定さ

れている「申

請者の欠格事

由として条例

で定める者」 

（規定なし） 

（第４条） 

法第 79 条第２項第１号に規

定する条例で定める者は、法

人であって、横浜市暴力団排

除条例第２条第２号に規定す

る暴力団、同条第５号に規定

する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴

力団員等と密接な関係を有す

ると認められる者でないもの

とする。 

改正前の介護保険法

に従い、指定居宅介

護支援事業の申請者

が法人格を有する者

でないときは指定し

てはならないことと

したうえで、本市暴

力団排除条例の趣旨

を徹底し、居宅介護

支援事業所の適正な

運営を確保するため
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③ 

【一部追加】 

文書による同

意 

（第４条第１項） 

指定居宅介護支援事業

者は、指定居宅介護支

援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に

対し運営規程の概要そ

の他の利用申込者のサ

ービスの選択に資する

と認められる重要事項

を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提

供の開始について利用

申込者の同意を得なけ

ればならない。 

（第７条第１項） 

（第 13 条第３項） 

同意を文書により得なければ

ならない。 

サービス提供の開始

や利用料等の受領に

おけるトラブルを防

止する観点から、同

意内容を文書により

明確にしておくこと

が必要と考えられる

ため 

（第 10 条第３項） 

指定居宅介護支援事業

者は、前項に規定する

費用の額に係るサービ

スの提供に当たって

は、あらかじめ、利用

者又はその家族に対

し、当該サービスの内

容及び費用について説

明を行い、利用者の同

意を得なければならな

い。 

④ 
【新設】 

衛生管理 
（規定なし） 

（第 24 条第２項） 

指定居宅介護支援事業者は、

指定居宅介護支援事業所の設

備及び備品等について、衛生

的な管理に努めなければなら

ない。 

居宅介護支援は利用

者宅に訪問し提供さ

れることから、事業

所の衛生管理につい

て規定する必要があ

るため 

⑤ 
【一部変更】 

記録の整備 

（第 29 条第２項） 

指定居宅介護支援事業

者は、利用者に対する

指定居宅介護支援の提

供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年

（第 32 条第１項・第２項） 

次の記録は完結の日から５年

間保存とする。 

・従業者の勤務体制について

の記録【新設】 

・居宅介護サービス計画費の

請求に関して国民健康保険団

介護報酬の返還請求

を行うにあたり、そ

の時効が５年である

ため 
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間保存しなければなら

ない。  

・指定居宅サービス事

業者等との連絡調整に

関する記録  

・居宅介護支援台帳  

・市町村への通知に係

る記録  

・苦情の内容等の記録 

・事故の状況及び事故

に際して採った処置に

ついての記録 

（保存期間規定無し）

・従業者、設備、備品

及び会計に関する諸記

録 

体連合会に提出したものの写

し【新設】 

・居宅介護支援台帳 

・指定居宅サービス等事業者

との連絡調整に関する記録  

 

 

３ 条例の施行予定日 

  平成 27 年４月１日  
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市第 55 号議案  

横浜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営、指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法等の基準に関する条例の制定 

 

 

１ 現行省令の概要 

介護保険法に基づき、現行省令「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 37 号）で定められている基準は、次のとおりです。 

第１章 趣旨及び基本方針 

 第２章 人員に関する基準 

 第３章 運営に関する基準 

 第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

 第５章 基準該当介護予防支援に関する基準 

 

２ 本市独自の基準及び一部変更した基準 

上記の省令を基に、新たに条例で次の基準を規定します。 

 項目 省令の内容（要約） 条例案の内容（要約） 理由 

① 

【一部追加】 

事業の運営に

あたっての連

携 

（第１条の２第４項）

指定介護予防支援事業

者は、事業の運営に当

たっては、市町村、地

域包括支援センター、

老人介護支援センタ

ー、指定居宅介護支援

事業者、他の指定介護

予防支援事業者、介護

保険施設、住民による

自発的な活動によるサ

ービスを含めた地域に

おける様々な取組を行

う者等との連携に努め

なければならない。 

（第３条第４項） 

連携先に 

指定介護予防サービス等事業

者 
を加える。 

地域包括ケアの観点

から、インフォーマ

ルサービスを含めた

多様な事業者等との

連携が必要となるた

め 

② 

【新設】 

介護保険法第

115 条の 22 第

２項第１号で

規定されてい

る「申請者の

欠格事由とし

て条例で定め

（規定なし） 

（第４条） 

法第115条の22第２項第１号

に規定する条例で定める者

は、法人であって、横浜市暴

力団排除条例第２条第２号に

規定する暴力団、同条第５号

に規定する暴力団経営支配法

人等又は同条例第７条に規定

改正前の介護保険法

に従い、指定介護予

防支援事業の申請者

が法人格を有する者

でないときは指定し

てはならないことと

したうえで、本市暴

力団排除条例の趣旨
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る者」 する暴力団員等と密接な関係

を有すると認められる者でな

いものとする。 

を徹底し、介護予防

支援事業所の適正な

運営を確保するため

③ 

【一部追加】 

文書による同

意 

（第４条第１項） 

指定介護予防支援事業

者は、指定介護予防支

援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用

申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要

その他の利用申込者の

サービスの選択に資す

ると認められる重要事

項を記した文書を交付

して説明を行い、当該

提供の開始について利

用申込者の同意を得な

ければならない。 

（第７条第１項） 

同意を文書により得なければ

ならない。 

サービス提供の開始

や利用料等の受領に

おけるトラブルを防

止する観点から、同

意内容を文書により

明確にしておくこと

が必要と考えられる

ため 

④ 
【新設】 

衛生管理 
（規定なし） 

（第 23 条第２項） 

指定介護予防支援事業者は、

指定介護予防支援事業所の設

備及び備品等について、衛生

的な管理に努めなければなら

ない。 

介護予防支援は利用

者宅に訪問し提供さ

れることから、事業

所の衛生管理につい

て規定する必要があ

るため 

⑤ 
【一部変更】 

記録の整備 

（第 28 条第２項） 

指定介護予防支援事業

者は、利用者に対する

指定介護予防支援の提

供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、

その完結の日から２年

間保存しなければなら

ない。  

・指定介護予防サービ

ス事業者等との連絡調

整に関する記録 

・介護予防支援台帳  

・市町村への通知に係

る記録  

・苦情の内容等の記録 

（第 31 条第１項・第２項） 

次の記録は完結の日から５年

間保存とする。 

・従業者の勤務体制について

の記録【新設】 

・介護予防サービス計画費の

請求に関して国民健康保険団

体連合会に提出したものの写

し【新設】 

・介護予防支援台帳 

・指定介護予防サービス等事

業者との連絡調整に関する記

録  

 

介護報酬の返還請求

を行うにあたり、そ

の時効が５年である

ため 
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・事故の状況及び事故

に際して採った処置に

ついての記録 

（保存期間規定無し）

・従業者、設備、備品

及び会計に関する諸記

録 

 

３ 条例の施行予定日 

  平成 27 年４月１日  
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市第 66 号議案 

横浜市指定居宅サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例の一部改正 

 

１ 改正の概要 

市第 54 号議案の「横浜市指定居宅介護支援の事業の人員、運営等の基準に関する条例」が施行さ

れる場合、「横浜市指定居宅サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例（平成 24 年

12 月横浜市条例第 76 号。）」において国の省令を引用していた部分について、本市の条例を引用す

ることになるため、必要な改正を行います。 

また、「薬事法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 84 号）」が平成 25 年 11 月 27 日に公布、

平成 26 年 11 月 25 日に施行される予定であり、「薬事法」の題名が「医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に関する法律」に改称されるため、条例において引用していた法律の名

称について必要な改正を行います。 

 

項目 変更前 変更後 

第 14 条 

（心身の状

況等の把

握） 

指定訪問介護事業者は、指定訪問介

護の提供に当たっては、利用者に係

る居宅介護支援事業者が開催する

サービス担当者会議（指定居宅介護

支援等の事業の人員及び運営に関

する基準（平成 11 年厚生省令第 38

号）第 13 条第９号に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。）

等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医

療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めなければな

らない。 

指定訪問介護事業者は、指定訪問介

護の提供に当たっては、利用者に係

る居宅介護支援事業者が開催する

サービス担当者会議（横浜市指定居

宅介護支援の事業の人員、運営等の

基準に関する条例（平成 年 月横

浜市条例第 号）第 16 条第９号に

規定するサービス担当者会議をい

う。以下同じ。）等を通じて、利用

者の心身の状況、その置かれている

環境、他の保健医療サービス又は福

祉サービスの利用状況等の把握に

努めなければならない。 

第 82 条 

第１項 

第２号 

（従業者の

員数） 

薬局である指定居宅療養管理指導

事業所における薬剤師 薬事法（昭

和 35 年法律第 145 号）に規定する

薬局として必要とされる数以上 

薬局である指定居宅療養管理指導

事業所における薬剤師 医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性

の確保等に関する法律（昭和 35 年

法律第 145 号）に規定する薬局とし

て必要とされる数以上 

 

２ 条例の施行予定日 

 (１) 第 14 条の改正は、平成 27 年４月１日から施行します。 

 (２)  第 82 条第１項第２号の改正は、平成 26 年 11 月 25 日から施行します。 
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市第 67 号議案 

横浜市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定介護予防サービスに係る介護予防の

ための効果的な支援の方法等の基準に関する条例の一部改正 

 

１ 改正の概要 

市第 55 号議案の「横浜市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営、指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例」が施行される場合、「横浜市指定介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法等の基準に関する条例（平成 24 年 12 月横浜市条例第 78 号。）」において国の省令を引

用していた部分について、本市の条例を引用することになるため、必要な改正を行います。 

また、「薬事法等の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 84 号）」が平成 25 年 11 月 27 日に公布、

平成 26 年 11 月 25 日に施行される予定であり「薬事法」の題名が「医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律」に改称されるため、条例において引用していた法律の名称

について必要な改正を行います。 

 

項目 変更前 変更後 

第 14 条 

（心身の状

況等の把

握） 

指定介護予防訪問介護事業者は、指

定介護予防訪問介護の提供に当た

っては、利用者に係る介護予防支援

事業者が開催するサービス担当者

会議（指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準（平

成 18 年厚生労働省令第 37 号。以下

「指定介護予防支援等基準」とい

う。）第 30 条第９号に規定するサー

ビス担当者会議をいう。以下同じ。）

等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医

療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めなければな

らない。 

指定介護予防訪問介護事業者は、指

定介護予防訪問介護の提供に当た

っては、利用者に係る介護予防支援

事業者が開催するサービス担当者

会議（横浜市指定介護予防支援等の

事業の人員及び運営、指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効

果的な支援の方法等の基準に関す

る条例（平成 年 月横浜市条例第

号。以下「指定介護予防支援等基準

条例」という。）第 33 条第９号に規

定するサービス担当者会議をいう。

以下同じ。）等を通じて、利用者の

心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努

めなければならない。 

第 42 条 

第１号 

（指定介護

予防訪問介

護の提供に

当たっての

留意点） 

指定介護予防訪問介護事業者は、指

定介護予防訪問介護の提供に当た

り、介護予防支援におけるアセスメ

ント（指定介護予防支援等基準第 30 

条第７号に規定するアセスメント

をいう。以下同じ。）において把握

された課題、指定介護予防訪問介護

指定介護予防訪問介護事業者は、指

定介護予防訪問介護の提供に当た

り、介護予防支援におけるアセスメ

ント（指定介護予防支援等基準条例

第 33 条第７号に規定するアセスメ

ントをいう。以下同じ。）において

把握された課題、指定介護予防訪問
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の提供による当該課題に係る改善

状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔

軟な指定介護予防訪問介護の提供

に努めること。 

介護の提供による当該課題に係る

改善状況等を踏まえつつ、効率的か

つ柔軟な指定介護予防訪問介護の

提供に努めること。 

第 80 条 

第１項 

第２号 

（従業者の

員数） 

薬局である指定介護予防居宅療養

管理指導事業所における薬剤師 薬

事法（昭和 35 年法律第 145 号）に

規定する薬局として必要とされる

数以上 

薬局である指定介護予防居宅療養

管理指導事業所における薬剤師 医

薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律（昭

和 35 年法律第 145 号）に規定する

薬局として必要とされる数以上 

 

２ 条例の施行予定日 

 (１) 第 14 条及び第 42 条第１号の改正は平成 27 年４月１日から施行します。 

 (２)  第 80 条第１項第２号の改正は、平成 26 年 11 月 25 日から施行します。 

 

 


